
シ
ン
グ
ル
世
帯
が

夫
婦
・
子
ど
も
世
帯
を
逆
転
　
　

　
〝
お
ひ
と
り
さ
ま
〟
と
い
う
言
葉
は
す
っ
か
り

世
間
に
定
着
し
た
感
が
あ
り
ま
す
が
、
そ
の
割

合
は
増
加
傾
向
に
あ
り
ま
す
。
２
０
１
０
年
に

は
、
シ
ン
グ
ル
世
帯
が
、
そ
れ
ま
で
日
本
の
主
流

だ
っ
た
夫
婦
・
子
ど
も
世
帯
を
逆
転
し
ま
し
た

【
図
表
１
】。

　

背
景
の
一
つ
に
は
、
結
婚
し
な
い
人
の
増
加

が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
厚
生
労
働
省
「
平
成
29
年

版
厚
生
労
働
白
書
」
に
よ
れ
ば
、
50
歳
ま
で
に

一
度
も
結
婚
し
た
こ
と
が
な
い
人
の
割
合
は
、

１
９
８
５
年
に
男
性
３・９
％
、
女
性
４・３
％
で

し
た
が
、
２
０
１
５
年
に
は
男
性
23
・
４
％
、
女

性
14・１
％
に
跳
ね
上
が
っ
て
い
ま
す【
図
表
２
】。

さ
ら
に
25
年
後
の
２
０
４
０
年
に
は
、
男
性
29
・

５
％
、
女
性
18
・
７
％
と
、
シ
ン
グ
ル
世
帯
の
増

加
に
は
今
後
ま
す
ま
す
拍
車
が
か
か
る
と
見
込

ま
れ
て
い
ま
す
。

ど
ん
な
点
に
注
意
す
べ
き
？

シ
ン
グ
ル
世
帯
の
人
生
設
計

安
定
し
た
人
生
を
歩
む
に
は
、
道
し
る
べ
と
な
る
人
生
設
計
が
欠
か
せ
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
人
生
設
計
に
関

わ
る
情
報
の
多
く
は
、
夫
婦
と
子
ど
も
で
構
成
さ
れ
る
従
来
型
の
家
族
像
を
ベ
ー
ス
に
し
て
い
ま
す
。
１
人

で
生
活
す
る
、
い
わ
ゆ
る
〝
お
ひ
と
り
さ
ま
〟
の
人
生
に
は
ど
の
よ
う
な
リ
ス
ク
が
潜
ん
で
い
る
の
で
し
ょ

う
か
？
シ
ン
グ
ル
世
帯
特
有
の
注
意
点
と
そ
の
備
え
を
解
説
し
ま
す
。
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出所：�1970年から2015年までは各年の国勢調査に基づく実績値（国立社会保障・人口問題研究所
「人口統計資料集」）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
2020（平成32）年以降は推計値（「日本の世帯数の将来推計（全国推計2018年推計）」を基
に内閣府作成）であり、2015年の国勢調査を基に推計を行ったもの。

注：45~49歳の未婚率と50~54歳の未婚率の平均である。

【図表1】単身（シングル）世帯と核家族世帯の割合（2015年以降は推計）

出所：国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（2018年版）」

【図表2】 ５0歳時未婚割合の推移（2020年以降は推計）

単身

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

夫婦のみ 夫婦と子 ひとり親と子

1980
（年）0

10

20

30

40

50
（％）

19.8 20.8
23.1

25.6
27.6

29.5

32.4 34.5
35.7 36.9 37.9 38.7 39.3

19.8 20.8
23.1

25.6
27.6

29.5

32.4 34.5
35.7 36.9 37.9 38.7 39.3

12.5 13.7
15.5

17.4
18.9 19.6 19.8 20.2 20.5 20.7 20.8 21.0 21.1

12.5 13.7
15.5

17.4
18.9 19.6 19.8 20.2 20.5 20.7 20.8 21.0 21.1

42.1
40.0

37.3
34.2

31.9
29.9

27.9 26.9 26.1 25.3 24.5 23.8 23.3

42.1
40.0

37.3
34.2

31.9
29.9

27.9 26.9 26.1 25.3 24.5 23.8 23.3

8.7
5.7 6.3 6.8 7.1 7.6 8.4 8.9 9.3 9.5 9.6 9.7 9.7

5.7 6.3 6.8 7.1 7.6 8.4 8.9 9.3 9.5 9.6 9.7 9.7

2010年にはシングル世帯の割合が
夫婦・子ども世帯の割合を逆転

17.5

（年）

男性 女性

0

10

20

30
（％）

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

3.3 4.3
4.3

5.1

1.7 2.1

4.5

2.6

4.3

3.9

5.6

9.0

12.6

16.0

20.1

26.7 27.1
28.0

28.928.9 29.5

5.8
7.3

10.6

14.1

17.5 18.4 18.5 18.5 18.718.4 18.5 18.5 18.7

23.4

実績値（人口統計資料集）

推計値
（日本の世帯数の将来推計）



　

そ
れ
で
は
こ
の
よ
う
な
シ
ン
グ
ル
世
帯
の
人
生

の
場
合
、
ど
の
よ
う
な
点
に
注
意
し
、
ど
の
よ

う
な
備
え
を
す
れ
ば
よ
い
の
で
し
ょ
う
か
。「
老

後
資
金
」、「
病
気・ケ
ガ
」、「
介
護
」、「
住
ま
い
」、

「
終
活
」
の
順
に
解
説
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

シ
ン
グ
ル
世
帯
で
も

老
後
資
金
が
半
分
で

済
む
わ
け
で
は
な
い

　

ま
ず
は
「
老
後
資
金
」
で
す
。
シ
ン
グ
ル
、

夫
婦
世
帯
問
わ
ず
大
き
な
悩
み
と
な
り
ま
す
が
、

シ
ン
グ
ル
世
帯
で
は
、
ど
れ
ほ
ど
の
老
後
資
金
を

用
意
す
れ
ば
よ
い
の
で
し
ょ
う
か
。

　

総
務
省
の
家
計
調
査
（
２
０
１
７
年
）
に
よ

れ
ば
、
60
歳
以
上
の
単
身
無
職
世
帯
の
毎
月
の

支
出
は
15
万
４
７
４
２
円
で
す
【
図
表
３
】。
一

方
、
収
入
は
、
就
労
収
入
が
ベ
ー
ス
と
な
る
現

役
世
代
と
異
な
り
、
公
的
年
金
を
メ
イ
ン
と
し

た
11
万
４
０
２
７
円
で
、
約
４
万
円
の
不
足
と

な
り
ま
す
。
こ
れ
に
対
し
、
夫
65
歳
以
上
、
妻

60
歳
以
上
の
夫
婦
無
職
世
帯
の
場
合
、
支
出
は

26
万
３
７
１
７
円
、
収
入
は
20
万
９
１
９
８
円

で
、
約
５
万
５
０
０
０
円
の
不
足
に
な
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
現
在
、
公
的
年
金
の
給
付
は
65
歳
以

上
が
原
則
に
な
り
ま
す
の
で
、
60
歳
に
定
年
退

職
し
た
場
合
、
５
年
間
の
無
年
金
期
間
が
発
生

し
ま
す
。
こ
の
期
間
中
の
収
入
が
ゼ
ロ
だ
と
す

る
と
、
１
カ
月
の
支
出
が
約
15
万
円
の
シ
ン
グ
ル

世
帯
の
場
合
は
５
年
間
分
と
し
て
９
０
０
万
円
、

１
カ
月
分
の
支
出
が
約
26
万
円
の
夫
婦
世
帯
の

場
合
は
、
５
年
間
分
と
し
て
１
５
６
０
万
円
の

生
活
費
を
用
意
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
90
歳
ま
で
生
き
る
と
仮
定
し
て
、
こ

れ
に
25
年
間
の
不
足
分
を
加
え
る
と
、
シ
ン

グ
ル
世
帯
で
２
１
０
０
万
円
、
夫
婦
世
帯
で

３
２
０
０
万
円
に
な
り
ま
す
。
加
え
て
、
万
一
の

病
気
や
ケ
ガ
に
備
え
て
３
０
０
万
円
、
介
護
費

用
と
し
て
３
０
０
万
円
を
用
意
し
た
場
合
、
シ

ン
グ
ル
世
帯
で
２
７
０
０
万
円
、
夫
婦
世
帯
で

３
８
０
０
万
円
の
老
後
資
金
を
確
保
す
る
必
要

が
あ
る
計
算
と
な
り
ま
す
。
シ
ン
グ
ル
世
帯
は

独
り
身
の
た
め
、
夫
婦
世
帯
の
半
分
の
蓄
え
で

十
分
賄
え
る
の
で
は
と
思
わ
れ
る
か
も
し
れ
ま

せ
ん
が
、
光
熱
・
水
道
費
や
住
居
費
な
ど
の
支

出
が
半
分
に
な
る
わ
け
で
は
な
い
た
め
、
実
際

に
は
、
相
応
の
資
金
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

ま
た
、
現
役
時
代
の
収
入
や
加
入
期
間
の

差
か
ら
、
一
般
的
に
、
女
性
は
男
性
よ
り
も
年

金
給
付
額
が
少
な
い
傾
向
に
あ
る
点
は
、
注

意
が
必
要
で
す
。
厚
生
労
働
省
「
厚
生
年
金

保
険
・
国
民
年
金
事
業
の
概
況
（
２
０
１
８
年

度
版
）」
に
よ
る
と
、
国
民
年
金
の
平
均
月
額

で
は
男
性
の
５
万
８
７
５
４
円
に
対
し
て
、
女

性
は
５
万
３
０
１
３
円
で
す
。
厚
生
年
金
で
は

男
性
の
16
万
５
６
６
８
円
に
対
し
て
、
女
性
は

10
万
３
０
２
６
円
で
す
。

　

た
だ
し
、
こ
こ
で
挙
げ
た
数
値

は
あ
く
ま
で
も
平
均
値
で
す
。
支

出
や
年
金
給
付
額
は
人
に
よ
っ
て

大
き
く
異
な
る
た
め
、
こ
の
点
も

十
分
に
考
慮
し
て
将
来
の
老
後

資
金
を
蓄
え
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

定
年
退
職
後
の

就
労
収
入
や

運
用
収
入
が

大
き
な
助
け
に

　

現
在
の
自
分
の
収
入
で
は
目

標
の
貯
蓄
額
を
貯
め
る
の
は
難
し

い
と
い
う
人
も
い
る
で
し
ょ
う
。

健
康
で
働
け
る
の
で
あ
れ
ば
、
定

年
退
職
後
に
再
就
職
す
る
こ
と

も
考
え
ら
れ
ま
す
。
60
歳
か
ら

65
歳
ま
で
働
け
ば
無
年
金
期
間

の
補
て
ん
に
な
り
、
そ
の
分
目
標

貯
蓄
額
を
抑
え
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
も
ち
ろ
ん
生
涯
現
役
で
働
く
選
択
肢
も

あ
る
で
し
ょ
う
。
収
入
が
増
え
れ
ば
増
え
る
だ

け
お
金
の
心
配
が
減
り
ま
す
し
、
そ
れ
だ
け
ゆ

と
り
あ
る
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
資
産
運
用
で
老
後
資
金
を
準
備
す
る

方
法
も
あ
り
ま
す
。
昨
今
は
、国
と
し
て
も
、「
ｉ

Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
（
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
）」
や
「
つ

み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
」
と
い
っ
た
税
制
優
遇
制
度
を

用
意
し
、
長
期
的
な
資
産
形
成
を
後
押
し
し
て

い
る
の
で
、
活
用
を
検
討
し
て
み
て
も
よ
い
で
し

ょ
う
【
図
表
４
】。

不足額（Ａ-Ｂ） 40,715円 54,519円

高齢単身無職世帯
（60歳以上）

高齢夫婦無職世帯
（夫65歳以上、妻60歳以上）

Ａ．収　　入 114,027円 209,198円

Ｂ．支　　出 154,742円 263,717円

（うち食費） 35,418円 64,444円

（うち住居費） 14,538円 13,656円

（うち光熱・水道費） 12,989円 19,267円

iDeCo つみたてNISA

対象者 自営業者 専業主婦 会社員 公務員 20歳以上の居住者

非課税
投資限度額（年） 81.6万円 27.6万円 14.4万円

（※1） 14.4万円 40万円

非課税期間 運用期間を通して非課税（最長70歳まで） 最長20年

利用できる
金融機関 銀行・証券会社・保険会社 銀行・証券会社

投資対象商品 定期預金・保険・投資信託 一定の条件を満たした
株式投資信託およびETF

払出し制限 60歳まで（※2） なし

税制上の
メリット

掛金全額が所得控除
運用益が非課税

受給時の退職所得控除、公的年金等控除
運用益が非課税

※1 �企業年金などに加入していない場合、年間拠出額は27万6,000円。企業年金等のうち企業型DCのみ
に加入している場合、年間拠出額は24万円。

※2 一定の要件を満たした場合、脱退一時金の受取りが可能。
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出所：金融庁などの資料を基に監修者作成

【図表3】 高齢の単身（シングル）世帯、夫婦世帯の1カ月の家計収支状況

出所：総務省「家計調査報告[家計収支編]（2017年）」

【図表4】 iDeCoとつみたてNISAの違い



　

ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
は
、
掛
金
を
60
歳
に
な
る
ま
で

積
立
・
運
用
し
、
原
則
60
歳
以
降
に
、
保
有
す

る
金
融
商
品
を
換
金
し
て
受
け
取
る
も
の
で
す
。

運
用
益
が
非
課
税
と
な
る
だ
け
で
な
く
、
掛
金

全
額
が
所
得
控
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。
つ
ま

り
、
投
資
し
た
年
の
所
得
税
が
軽
減
さ
れ
ま
す
。

60
歳
以
降
に
一
時
金
と
し
て
受
け
取
っ
た
と
き
の

「
退
職
所
得
控
除
」、
年
金
と
し
て
受
け
取
っ
た

と
き
の
「
公
的
年
金
等
控
除
」
と
い
う
二
つ
の
税

優
遇
が
あ
り
ま
す
が
、
控
除
額
は
、
退
職
金
や

勤
続
年
数
（「
退
職
所
得
控
除
」
の
場
合
）、
公

的
年
金
と
合
わ
せ
た
年
間
の
年
金
収
入
額
（「
公

的
年
金
等
控
除
」
の
場
合
）
に
よ
っ
て
異
な
り

ま
す
の
で
、
確
認
が
必
要
で
す
（
控
除
額
の
計

算
方
法
は
国
税
庁
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
参
照
）。

　

一
方
の
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
２
０
１
８

年
１
月
に
ス
タ
ー
ト
し
た
制
度
で
す
。
専
用
の

非
課
税
口
座
で
購
入
し
た
金
融
商
品
の
運
用

益
（
分
配
金
や
売
却
益
）
が
非
課
税
に
な
り
ま

す
。
す
で
に
２
０
１
４
年
に
同
じ
非
課
税
メ
リ

ッ
ト
の
あ
る
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
が
ス
タ
ー
ト
し
て
い
ま
す

が
、
こ
の
つ
み
た
て
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
は
、
そ
の
名
の
通

り
、
積
立
て
で
じ
っ
く
り
資
産
形
成
し
よ
う
と

い
う
人
向
け
に
新
た
に
設
け
ら
れ
ま
し
た
。
年

間
１
２
０
万
円
ま
で
投
資
で
き
る
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
と

異
な
っ
て
、
非
課
税
投
資
限
度
額
は
40
万
円
と

な
り
ま
す
が
、
そ
の
分
非
課
税
期
間
は
、
５
年

間
の
Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ａ
よ
り
長
い
20
年
間
に
な
り
ま
す
。

「
病
気
・
ケ
ガ
」
へ
の
備
え

ま
ず
は
公
的
制
度
を
基
本
に

　

次
に
「
病
気
・
ケ
ガ
」
へ
の
備
え
で
す
。
夫

婦
世
帯
で
あ
れ
ば
、
夫
婦
の
一
方
が
病
気
や
ケ
ガ

に
よ
っ
て
働
け
な
く
な
っ
た
場
合
、
も
う
一
方
が

働
く
こ
と
も
で
き
ま
す
が
、
シ
ン
グ
ル
世
帯
で
は

そ
う
も
い
か
な
い
恐
れ
も
あ
り
ま
す
。
医
療
費

負
担
や
休
業
に
よ
る
収
入
減
は
、
基
本
的
に
は

す
べ
て
自
分
で
カ
バ
ー
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
し
、
身
の
回
り
の
世
話
を
ヘ
ル
パ
ー
な
ど
に
依

頼
せ
ざ
る
を
得
な
い
ケ
ー
ス
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

夫
婦
世
帯
に
比
べ
て
、
よ
り
万
一
の
病
気
や
ケ
ガ

へ
の
資
金
的
な
備
え
が
重
要
に
な
り
ま
す
。

　

こ
の
う
ち
入
院
・
治
療
に
よ
る
医
療
費
負
担

に
関
し
て
は
、
仮
に
病
気
に
よ
っ
て
入
院
し
た

と
き
に
１
カ
月
（
１
日
か
ら
末
日
ま
で
）
の
医

療
費
が
上
限
額
を
超
え
た
分
は
、
健
康
保
険
か

ら
還
付
さ
れ
る
「
高
額
療
養
費
制
度
」
が
あ
り

ま
す
。
例
え
ば
、
年
齢
が
70
歳
未
満
で
年
収
約

３
７
０
万
～
約
７
７
０
万
円
の
人
が
１
０
０
万

円
の
医
療
費
を
使
っ
た
と
し
て
も
、
３
割
の
自

己
負
担
分
と
し
て
30
万
円
を
窓
口
で
支
払
い
ま

す
が
、
高
額
療
養
費
が
支
給
さ
れ
た
後
の
自
己

負
担
額
は
８
万
７
４
３
０
円
で
済
む
の
で
す
【
図

表
５
】。

　

と
は
い
え
、
保
険
適
用
外
の
医
療
費
（
入
院

時
の
差
額
ベ
ッ
ド
代
な
ど
）
に
関
し
て
は
、
自

己
負
担
に
な
り
ま
す
し
、
身
の
回
り
の
世
話
を

す
る
ヘ
ル
パ
ー
代
も
か
か
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。

万
一
の
病
気
や
ケ
ガ
で
困
ら
な
い
よ
う
に
、
65
歳

以
上
の
高
齢
期
全
体
で
３
０
０
万
円
ほ
ど
の
資

金
を
用
意
し
て
お
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。
貯
蓄

が
難
し
け
れ
ば
、
民
間
の
医
療
保
険
の
活
用
を

検
討
す
る
こ
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

休
業
に
よ
る
収
入
減
に
関
し
て
は
、
会
社
員

（
健
康
保
険
の
加
入
者
）
の
場
合
、
一
定
の
条
件

を
満
た
せ
ば
、
給
与
の
３
分
の
２
の
額
を
傷
病

手
当
金
と
し
て
、
最
長
で
１
年
６
カ
月
間
受
け

取
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

し
か
し
、
自
営
業
や
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の
人
が
加

入
す
る
国
民
健
康
保
険
に
は
傷
病
手
当
金
制
度

が
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
傷
病
手
当
金
制
度
が

あ
る
会
社
員
の
人
で
も
、
そ
れ
だ
け
で
は
い
ざ
と

い
う
と
き
の
保
障
が
心
細
い
と
思
う
の
で
あ
れ

ば
、
民
間
の
保
険
商
品
で
病
気
や
ケ
ガ
で
働
け

な
く
な
っ
た
と
き
に
備
え
る
「
就
業
不
能
保
険
」

を
検
討
す
る
余
地
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、
シ
ン
グ
ル
世
帯
で
難
し
い
の
が
、
保

険
の
見
直
し
で
す
。
夫
婦
と
子
ど
も
世
帯
で
あ

れ
ば
、
結
婚
や
出
産
、
子
ど
も
の
進
学
な
ど
の

ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト
が
加
入
し
て
い
る
保
険
商
品
を

見
直
す
き
っ
か
け
と
な
り
ま
す
が
、
シ
ン
グ
ル
世

帯
で
は
そ
の
よ
う
な
タ
イ
ミ
ン
グ
が
あ
ま
り
あ

り
ま
せ
ん
。

　

た
だ
、
保
険
は
、
最
新
の
医
療
事
情
や
社
会

ニ
ー
ズ
に
合
わ
せ
た
新
商
品
が
年
々
発
売
さ
れ

ま
す
の
で
、
10
年
程
度
を
区
切
り
に
保
険
商
品

を
見
直
し
て
み
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。
自
分

の
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
や
保
険
に
求
め
る
考
え
方

が
変
わ
っ
て
い
る
可
能
性
も
あ
る
の
で
、
保
障
内

容
が
そ
の
時
点
で
の
自
分
の
ニ
ー
ズ
に
合
っ
て
い

る
か
考
え
ま
し
ょ
う
。
保
険
は
入
り
っ
放
し
で

内
容
を
忘
れ
て
し
ま
い
が
ち
で
す
。
ど
ん
な
保

険
に
入
っ
て
い
る
の
か
確
認
す
る
だ
け
で
も
、
い

ざ
と
い
う
と
き
に
慌
て
ず
に
済
み
ま
す
。

適用区分 ひと月の上限額（世帯ごと）

年収約1,160万円～ 25万2,600円＋（医療費ー84万2,000円）×1％

年収約770万～約1,160万円 16万7,400円＋（医療費ー55万8,000円）×1％

年収約370万～約770万円 8万100円＋（医療費ー26万7,000円）×1％

～年収約370万円 5万7,600円

住民税非課税者 3万5,400円

※�一つの医療機関などでの自己負担（院外処方代を含む）では上限額を超えないときでも、同じ月の別の医療機
関等での自己負担（69歳以下の場合は2万1,000円以上であることが必要）を合算することができる。この合
算額が上限額を超えれば、高額療養費の支給対象となる。

くらし塾 きんゆう塾 2019年春号17

【図表５】 高額療養費制度の年収区分とひと月の上限額（69歳以下の人）

出所：厚生労働省



公
的
介
護
保
険
制
度
、

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
活
用

　

中
高
年
に
な
っ
て
直
面
し
や
す
い
リ
ス
ク
に

は
、
親
の
「
介
護
」
も
あ
り
ま
す
。
事
前
に
親

が
資
金
面
の
用
意
を
し
て
い
た
り
、
兄
弟
姉
妹

が
い
れ
ば
負
担
を
分
担
す
る
こ
と
も
で
き
ま
す

が
、「
独
り
身
だ
か
ら
身
軽
だ
ろ
う
」
と
、
親
の

介
護
を
お
願
い
さ
れ
る
可
能
性
も
考
え
ら
れ
ま

す
。

　

と
く
に
問
題
な
の
が
親
の
蓄
え
が
十
分
で
な

か
っ
た
り
、
一
人
っ
子
の
ケ
ー
ス
で
す
。
周
り
に

親
戚
な
ど
が
い
れ
ば
ま
だ
し
も
、
頼
る
人
が
い

な
い
場
合
は
１
人
で
負
担
を
背
負
い
が
ち
に
な

り
ま
す
。病
気
や
ケ
ガ
と
同
様
に
、公
的
な
制
度
、

サ
ー
ビ
ス
を
活
用
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

急
な
親
の
介
護
で
困
っ
た
と
き
は
、
地
域
包

括
支
援
セ
ン
タ
ー
が
強
い
味
方
に
な
っ
て
く
れ

ま
す
。
主
に
市
区
町
村
な
ど
の
自
治
体
が
設
置

主
体
と
な
っ
て
お
り
、
保
健
師
や
社
会
福
祉
士
、

主
任
ケ
ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
と
い
っ
た
医
療
・
保

険
や
介
護
な
ど
の
専
門
家
が
そ
れ
ぞ
れ
の
得
意

分
野
を
生
か
し
て
、
さ
ま
ざ
ま
な
相
談
に
乗
っ

て
く
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
費
用
に
関
し
て
は
、
公
的
介
護
保
険

制
度
が
強
い
味
方
に
な
り
ま
す
。
同
制
度
は
、

40
歳
以
上
の
人
で
介
護
が
必
要
と
認
定
さ
れ
れ

ば
、
原
則
と
し
て
か
か
っ
た
費
用
の
１
割
の
自

己
負
担
（
一
定
以
上
の
所
得
が
あ
る
人
は
、
２

割
も
し
く
は
３
割
）
で
訪
問
介
護
や
通
所
サ
ー

ビ
ス
な
ど
の
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
で
き

ま
す
。
し
か
し
、
制
度
対
象
外
の
サ
ー
ビ
ス
は

全
額
自
己
負
担
に
な
っ
て
し
ま
う
ほ
か
、
制
度

対
象
内
の
サ
ー
ビ
ス
で
あ
っ
て
も
、
要
介
護
度

の
区
分
ご
と
に
設
け
ら
れ
た
支
給
限
度
額
を
超

え
た
分
は
、
原
則
と
し
て
全
額
自
己
負
担
に
な

り
ま
す
【
図
表
６
】。

　

な
か
に
は
、
親
の
世
話
で
仕
事
と
の
両
立
が

難
し
く
な
り
、
介
護
離
職
す
る
ケ
ー
ス
も
あ
り

ま
す
が
、
十
分
な
蓄
え
も
な
い
ま
ま
に
介
護
離

職
し
て
し
ま
う
と
、
自
身
の
老
後
に
も
影
響
が

出
て
き
ま
す
。
介
護
さ
れ
る
親
の
希
望
や
資
産

な
ど
も
確
認
し
な
が
ら
、
介
護
と
仕
事
の
両
立

を
支
援
す
る
国
の
制
度
（
介
護
休
業
制
度
や
介

護
休
暇
）
を
活
用
し
て
、
介
護
と
仕
事
を
無
理

な
く
続
け
ら
れ
る
態
勢
を
整
備
す
る
こ
と
が
必

要
不
可
欠
で
す
。

住
み
替
え
が
し
や
す
い
賃
貸

持
ち
家
は
資
産
に
な
る
可
能
性

　

人
が
生
き
て
い
く
う
え
で
は
「
住
ま
い
」
も

重
要
な
要
素
で
す
。
一
般
的
に
、
賃
貸
で
あ
れ

ば
住
宅
ロ
ー
ン
の
負
担
が
な
い
こ
と
、

退
職
や
親
の
介
護
な
ど
、
環
境
の
変

化
に
合
わ
せ
て
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
に
住

ま
い
を
替
え
ら
れ
る
こ
と
な
ど
が
メ

リ
ッ
ト
と
な
り
ま
す
。

　

た
だ
し
、
シ
ン
グ
ル
世
帯
で
は
、
高

齢
に
な
る
と
、
孤
独
死
や
家
賃
滞
納

の
リ
ス
ク
か
ら
入
居
を
断
ら
れ
た
り
、

保
証
人
が
い
な
い
と
入
居
で
き
な
い

物
件
も
あ
り
ま
す
（
保
証
人
が
い
な

い
場
合
は
保
証
会
社
を
利
用
し
た
り
、

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
が
管

理
す
る
保
証
人
不
要
の
Ｕ
Ｒ
賃
貸
住

宅
の
物
件
を
検
討
す
る
手
も
あ
り
ま

す
）。

　

一
方
で
、
持
ち
家
で
あ
れ
ば
、
老

後
も
住
む
場
所
に
困
る
こ
と
は
な
さ

そ
う
で
す
。
ま
た
、
持
ち
家
は
資
産

に
な
る
可
能
性
も
あ
り
ま
す
。
将
来
、

介
護
施
設
の
入
居
や
住
み
替
え
を
す

る
の
で
あ
れ
ば
、
自
宅
の
売
却
資
金

を
入
居
一
時
金
や
住
み
替
え
の
費
用

に
充
て
る
こ
と
も
で
き
ま
す
し
、
借
り
上
げ
制

度
を
活
用
し
て
賃
料
収
入
を
得
る
方
法
も
あ
り

ま
す
。
一
生
涯
住
み
続
け
る
の
で
は
な
く
、
売

る
可
能
性
も
あ
る
の
で
あ
れ
ば
、
売
却
し
や
す

い
立
地
の
家
を
購
入
し
ま
し
ょ
う
。
例
え
ば
、

駅
か
ら
遠
い
な
ど
、
立
地
の
悪
い
場
所
は
売
れ

な
い
可
能
性
も
あ
り
ま
す
の
で
物
件
選
び
は
慎

重
に
し
ま
し
ょ
う
。

　

た
だ
し
、
夫
婦
世
帯
と
異
な
っ
て
万
一
の
と

き
に
頼
る
人
が
い
な
い
た
め
、
借
入
金
は
無
理

の
な
い
範
囲
に
と
ど
め
ま
し
ょ
う
。
い
ざ
と
い

う
と
き
に
も
、
買
い
手
が
見
つ
か
ら
な
け
れ
ば

売
れ
ま
せ
ん
し
、
不
動
産
相
場
に
よ
っ
て
購
入

価
格
よ
り
も
売
却
価
格
が
大
幅
に
下
が
る
可
能

性
も
あ
り
ま
す
。

三
つ
の
生
前
対
策
で

安
心
し
て
フ
ィ
ナ
ー
レ
を
迎
え
る

　

最
後
が
「
終
活
」
で
す
。
パ
ー
ト
ナ
ー
や
子

ど
も
が
い
な
い
シ
ン
グ
ル
世
帯
の
場
合
、
安
ら

か
な
人
生
の
フ
ィ
ナ
ー
レ
を
迎
え
る
た
め
に
は
、

自
ら
の
手
で
事
前
の
準
備
を
し
て
お
く
と
安
心

で
す
。
そ
ん
な
シ
ン
グ
ル
世
帯
が
押
さ
え
て
お

き
た
い
生
前
対
策
を
紹
介
し
ま
す
。

　

ま
ず
は
、
判
断
能
力
が
不
十
分
な
高
齢
者
な

ど
に
代
わ
り
、
後
見
人
が
財
産
管
理
や
各
種
契

約
手
続
き
を
行
う
「
成
年
後
見
制
度
」
で
す
。

成
年
後
見
制
度
に
は
２
種
類
あ
り
、
判
断
能
力

が
衰
え
る
前
で
あ
れ
ば
、
判
断
能
力
の
低
下
に

備
え
、「
任
意
後
見
制
度
」
を
利
用
で
き
ま
す
。

あ
ら
か
じ
め
自
分
の
意
志
で
後
見
人
を
決
め
、

そ
の
人
に
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
契
約
や
財
産
管
理

18くらし塾 きんゆう塾 2019年春号

身体の状態（例） 1カ月あたりの
支給限度額

自己負担額
（1割）

要支援1 要介護状態とは認められないが、社会的
支援を必要とする状態 50,030円 5,003円

要支援2
生活の一部について部分的に支援・介護
を必要とする状態
�――�　適切な介護予防サービスの利用に
より、状態の維持や改善が見込まれ
る人は要支援2と認定される

104,730円 10,473円

要介護1 166,920円 16,692円

要介護2 軽度の介護を必要とする状態 196,160円 19,616円

要介護3 中等度の介護を必要とする状態　 269,310円 26,931円

要介護4 重度の介護を必要とする状態 308,060円 30,806円

要介護5 最重度の介護を必要とする状態 360,650円 36,065円

【図表6】 要支援・要介護度別の身体状態の目安と自己負担額

出所：生命保険文化センターの資料などを基に監修者作成



な
ど
を
行
っ
て
も
ら
い
ま
す
。

　

も
う
一
つ
は
判
断
能
力
が
衰
え
て
か
ら
、
本

人
や
親
族
な
ど
が
家
庭
裁
判
所
に
申
し
出
て
、

後
見
人
を
つ
け
る
「
法
定
後
見
制
度
」
で
す
。

ど
の
よ
う
な
老
後
を
過
ご
し
た
い
の
か
、
自
分

の
希
望
に
沿
っ
て
財
産
管
理
な
ど
を
行
っ
て
ほ

し
い
の
で
あ
れ
ば
、
判
断
能
力
が
あ
る
う
ち
に

自
身
の
望
む
後
見
人
に
今
後
を
託
せ
る
任
意
後

見
制
度
の
方
が
向
い
て
い
る
で
し
ょ
う
。

　

任
意
後
見
制
度
は
、
事
務
的
な
手
続
き
や
法

務
局
へ
の
登
記
手
数
料
な
ど
に
お
よ
そ
２
万
円

の
費
用
が
か
か
る
ほ
か
、
司
法
書
士
や
弁
護
士

な
ど
が
後
見
人
に
な
る
場
合
は
一
般
的
に
月
額

３
～
５
万
円
程
度
の
報
酬
が
か
か
り
ま
す
。
一

方
、
法
定
後
見
制
度
は
管
理
す
る
財
産
額
に
応

じ
て
裁
判
所
が
後
見
人
の
報
酬
額
を
決
定
し
ま

す
。
月
額
の
基
本
報
酬
は
２
～
６
万
円
程
度
で

す
。

　

二
つ
目
は
「
死
後
事
務
委
任
契
約
」
で
す
。

成
年
後
見
制
度
は
生
前
に
利
用
す
る
も
の
な
の

に
対
し
、
こ
ち
ら
は
文
字
通
り
死
後
の
対
策
に

な
り
ま
す
。
亡
く
な
っ
た
後
の
葬
儀
や
埋
葬
、

入
院
し
て
い
た
病
院
や
介
護
施
設
の
費
用
の
支

払
い
、
行
政
へ
の
届
け
出
な
ど
の
事
務
手
続
き

を
代
行
し
て
も
ら
い
ま
す
【
図
表
７
】。

　

司
法
書
士
や
行
政
書
士
に
依
頼
す
る
場
合
に

は
、
委
任
契
約
を
結
ぶ
際
の
公
正
証
書
作
成
費

用
と
し
て
、
30
万
円
ほ
ど
か
か
り
ま
す
。
さ
ら

に
依
頼
に
応
じ
た
代
行
手
数
料
も
加
え
る
と
、

ト
ー
タ
ル
で
50
万
～
１
０
０
万
円
ほ
ど
か
か
る

の
が
一
般
的
で
す
。

　

三
つ
目
は
「
公
正
証
書
遺
言
」
で
す
。
こ
ち

ら
も
死
後
の
対
策
で
、
自
分
の
財
産
を
誰
に
託

す
か
な
ど
を
決
め
て
お
け
ま
す
。
相
続
人
が
い

な
い
人
の
財
産
は
原
則
と
し
て
国
庫
に
納
付
さ

れ
ま
す
が
、
遺
言
を
残
す
こ
と
で
希
望
す
る
人

に
遺
産
を
寄
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
こ
れ

を
遺
贈
と
い
い
ま
す
。
遺
贈
す
る
相
手
は
、
友

人
や
相
続
人
で
は
な
い
親
族
の
ほ
か
、
学
校
や

N
P
O
な
ど
公
益
団
体
に
す
る
こ
と
も
で
き
ま

す
。

　

遺
言
書
は
自
分
で
も
作
る
こ
と
が
で
き
ま
す

が
、
全
文
を
手
書
き
す
る
必
要
が
あ
り
、
書
き

方
を
間
違
う
と
無
効
に
な
る
、
死
後
に
裁
判
所

に
持
っ
て
行
く
必
要
が
あ
る
な
ど
の
制
約
が
あ

り
ま
す
。
こ
れ
に
対
し
て
、
公
証
人
が
作
成
す

る
公
正
証
書
遺
言
で
あ
れ
ば
、
遺
言
書
が
無
効

と
な
る
恐
れ
は
あ
り
ま
せ
ん
。
改
ざ
ん
や
紛
失

の
恐
れ
も
な
く
、
死
後
に
裁
判
所
に
持
っ
て
行

く
必
要
が
な
い
の
も
メ
リ
ッ
ト
で
す
。
た
だ
し
、

作
成
手
数
料
や
司
法
書
士
に
依
頼
す
る
際
の
報

酬
な
ど
が
か
か
り
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
制
度
は
、
ど
れ
も
自
分
の
希
望
や

自
分
に
関
わ
る
手
続
き
を
人
に
託
す
も
の
で
す
。

ス
ム
ー
ズ
に
進
め
る
に
は
、
人
の
協
力
が
欠
か

せ
ま
せ
ん
。
日
ご
ろ
か
ら
周
り
の
人
と
の
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
大
切
に
す
る
こ
と
で
、
何
か

あ
っ
た
と
き
に
す
ぐ
に
異
変
に
気
付
い
て
も
ら

え
る
安
心
に
も
つ
な
が
る
で
し
ょ
う
。
事
前
の

準
備
や
人
と
の
結
び
つ
き
を
持
つ
こ
と
で
、
安

心
し
て
人
生
の
フ
ィ
ナ
ー
レ
を
迎
え
る
こ
と
が

で
き
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

［お詫びと訂正］2019年冬号の「快適な介護生活を過ごすために、知っておくべきこと」の記事の一部に誤りがありました。
16頁掲載の図表1中、「認知症対応型通所介護」、「小規模多機能型居宅介護」について、右欄の★が欠落しておりました。
訂正してお詫び申し上げます。

・役所への届け出
・死亡時の家族や友人などへの連絡
・葬儀・埋葬手続き
・生前の医療費など未払分の精算
・遺品整理および住まいの処分
・各種サービス（電話、インターネットなど）の解約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

くらし塾 きんゆう塾 2019年春号19

監修：加藤梨里  （かとう・りり）

ファイナンシャルプランナー（CFP®）、金融知力イン
ストラクター、マネーステップオフィス株式会社代表
取締役。保険会社、信託銀行を経て、ファイナンシャ
ルプランナー会社にてマネーの相談、セミナー講師な
どを経験し、2014 年に独立開業。くらしと健康にま
つわるお金に関する相談、セミナー講師や雑誌取材、
執筆を中心に活動。

【図表７】 死後事務委任契約の主な事務手続き
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